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款 項 目 大 中 小 細

2,500 2,500

16,000 14,000 10,000 10,000

地方債

その他特財

R11年度 R12年度

40,000 35,000 25,000 25,000 0

国庫支出金 20,000 17,500 12,500 12,500

県支出金

1,942 1,800 2,200 5,000 4,500

R8年度 R9年度 R10年度

国庫支出金

県支出金

地方債

9,707

7,766

9,000 11,000

その他特財 7,200

R3年度(実績) R4年度(実績) R5年度(予算) R6年度 R7年度

19,415 18,000 22,000 50,000

活動指標

（目標達成
のために行
う活動実
績）

実績

IoT,AI等新技術導入件
数（累計）

目標 件 3 4 5 6 7

実績 件 3 4

目標

6 7

パートナーシップ企業
数（累計）

目標 社 4 6 9 10 11

名称等 単位 3 4 5

実績 社 13 13

9 10 11

実績 社 13 13
パートナーシップ企業
数（累計）

目標 社 4 6

達成率 ％ 325.0 216.7 0.0 0.0 0.0

5 6 7

実績 件 3 4

　＜４＞次世代産業の育成と企業誘致の促進
IoT,AI等新技術導入件
数（累計）

目標 件 3 4

達成率 ％ 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0

405 -

名称・内容等 単位

-

実績 百万円 356 285
農業算出額（アスパラ
ガス）
※R6以降指標見直し

目標 百万円 384 393

0.0達成率 ％ 92.7 72.5

事業名 壱岐市SDGs推進事業 整理番号

事
業
進
捗
状
況
・
達
成
度

成果指標

（目標達成
度を図るた
めの指標）

課名： SDGs未来課 班名：

　　③ＳＤＧｓの推進と連携した先端産業の育成

総合計画
区　　分

7

事業区分 実施義務

3 4

【基本目標１】希望の仕事があり　安心して働くことができ、起業もできる

未来班 担当者名：

5 6

根拠法令等

国庫支出金

県支出金

地方債

R4年度

R5年度

R6年度

予算科目

【経済】スマート農業（ステークホルダー調整）
【社会】壱岐なみらい創りプロジェクト、広報プロジェクト
【環境】壱岐版ESD（環境ナッジ、海洋教育）

【経済】SDGs認証・パートナー制度
【社会】壱岐なみらい創りプロジェクト、住民参加型合意形成プラットフォーム他
【環境】壱岐版ESD（環境ナッジ、海洋教育）

※企業版ふるさと納税による地方創生推進交付金事業の期間延長がR5末のため、R5中に深化・高
度化のための事業再構築予定。

年度

4,000 3,500

補助率

充当率

補助率

地方創生推進交付金

特別交付税措置ルール分（地元負担額*0.8）

財
源
情
報

02 01 06 11 00 00

01449

財
源
名
称

国庫支出金

県支出金

その他特財

地方債

事業番号

判
定

コメント及
び合否

合否 合・否

直接事業費

財
源
内
訳

一般財源

年度

直接事業費

財
源
内
訳

一般財源

事
業
費
の
推
移

年度

直接事業費

財
源
内
訳 その他特財

一般財源

ＳＤＧｓ推進事業費

1/2

4/10

補助率

8,800 20,000

45,000

22,500

18,000

25,000

R13年度

0

R14年度

0

全体事業費

直接事業費

一般財源

279,415

139,707

0

0

111,766

27,942

その他特財

国庫支出金

県支出金

地方債

ソフト事業
事業開始
年度

令和元年度

基
本
事
項

事
業
の
対
象
・
目
的
・
内
容

・人口減少・少子高齢化が著しい。
・様々な産業において、労働者の高齢化や後継者不足により、地域経済が衰退してい
る。
・地域経済における競争性が弱く、各産業においてイノベーションが起こりにくい。

事業の背景
（課題・市民
の要望等）

年
度
別
事
業
概
要

00

その他31 なし

内容及び目的

・AI・IoTの活用による1次から3次までの統合的な連携が実現された強固なバ
リューチェーンを目指す。
・活き活きとした対話（コミュニケーション）環境の構築により、QOLの向上
や変化の早い技術革新に対する情報伝達力を高める。
・市民のSDGs認知度向上に努め、SDGs活動を推進する。
・市民エンゲージメントを高める。

目標達成のた
めの具体的手

段・方法

・自治体SDGsモデル事業及び後継のSDGs推進事業に取り組み、2030年に向け
た持続可能な地域社会構築に努める。

壱岐市SDGs未来都市計画に掲げる2030年のあるべき姿からバックキャスティ
ングし、自治体SDGsモデル事業により基盤構築、進捗管理のうえ、社会変化
と2030年に向けた現在地を適正に把握しながら、事業を推進する。

個別事業評価調書 【
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① ②

③ ④

民間企業等の研究開発との連携など、行政負担を大幅
に抑制した事業計画となっている。

総合判定

一部未達成であるものの、今後の推進体制として、
様々な仕組みは整いつつある。

官民様々な関係者で役割分担し、効率的な運営を行っ
ている。

効
率
性

⑧事業実施により、費用や業務量に
見合った活動結果が得られている
か。
※活動指標と連動させること

A=得られている、B=一部得られていない、C=見直しが必要

Ｂ

【評価結果を踏まえた次年度予算への反映状況】

⑨必要な活動結果がより少ない費用
や業務量で得られる手法に代えられ
ないか。

A=現行以上の手法はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ａ

【外部評価】

⑩類似・重複した事業や国県施策は
ないか。組織間の連携や役割分担に
改善の余地はないか。

A=改善の余地はない、B=一部改善の余地がある、C=改善の余地がある

Ａ 意
見
等

判定平均点（3点満点）
A=3、B=2、C=1、空白=0として換算

2.60

達
成
度

⑦事業は当初計画どおり実施され、
成果指標が達成されたか。
※成果指標と連動させること

A=全ての指標達成、B=一部未達成、C=達成しなかった

Ｂ事業外の要因に左右される指標もあり、一部未達成と
なっている。

⑥事業の効果をさらにあげる余地は
ないか

A=効果向上の余地はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ｂ市民対話会等について、より多くの市民の方が参加い
ただけるよう仕組みづくりが必要。

意
見
等

常に社会変化と照らしながら、事業調整を行い適応し
ている。

有
効
性

④成果指標を達成するために、最適
な事業内容となっているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ｂ社会変化により、事業の優先順位が変動するため、状
況に合わせて柔軟に改善している。

⑤事業対象者全員に偏りなくサービ
スが提供されているか。受益者負担
等は適切か。使用料等の見直しの余
地はないか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ計画の各段階においては、おおむね適切にサービス提
供されている。

【２次評価】

総合判定

②事業を民間（NPO、市民、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
等）に実施させることはできない
か。

A=市以外での実施困難、B=一部民間で実施可能、C=民間で実施可能

Ａ本事業では、行政領域の業務を実施しており、民間で
の実施は難しい。

①市民ニーズや社会環境の変化に照
らして、事業の必要性が薄れていな
いか。

A=薄れていない、B=一部薄れている、C=薄れている 判定

不確実な社会変化に、持続可能な地域社会実現のため、未来に
向けた挑戦、行動を起こす必要性は増している。 Ａ

【１次評価】 総合自己評価（所管部署）

事業の評価項目と評価の視点 評価内容（判断理由、課題等）

評
価
結
果

判
断
理
由

SDGs推進については、対話、教育、企業連携に
よる共創など、これまで積み上げたものが、一
つの壱岐らしいSDGs推進体制として確立しつつ
ある。コロナ禍等による社会変化を捉え、「対
話」を強化し、より地域に寄り添った支援が実
現できるよう事業を改善していく必要がある。

必
要
性

③対象者は事業目的に見合っている
か。また、事業を取り巻く時代変化
や、環境の変化に適応しているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ
今後の課題
及び改善
策、見直し
の状況・方

針

特に経済領域については、行政と市民の対話を繰り返しながら、相互に理
解し合い、長期的な視点を共有したうえで、今必要な活動を実行しなけれ
ば、安定的な事業推進が難しいことから、市民対話会等の強化により市民
の挑戦に寄り添った支援や共創の仕組みづくりに取り組む必要がある。
地方創生推進交付金の後継事業として、深化・高度化が必要であり、「対
話」と「共創」を軸に事業を再編していく。

Ａ 継続実施（見直しは行わない）

Ｂ１ 事業規模の拡充

Ｂ２ 事業規模の縮小

Ｂ３ 事業内容の改善・見直し

Ｂ４ その他の見直し

Ｃ 休止（隔年実施などへの変更）

Ｄ 廃止（終期の設定等を含む）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）
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】

款 項 目 大 中 小 細

ソフト事業
事業開始
年度

令和２年度

基
本
事
項

事
業
の
対
象
・
目
的
・
内
容

地球温暖化防止への対策が喫緊の課題となっており、化石燃料使用によるCO2
の排出抑制を早急に推進する必要がある一方で、本土と系統連系のない本市
ではCO2を排出しない再生可能エネルギーの導入に制限がある。この状況を打
開し、再生可能エネルギー導入を促進し、環境面でのSDGs達成を目指す必要
がある。

事業の背景
（課題・市民
の要望等）

年
度
別
事
業
概
要

00

その他産業振興9 なし

内容及び目的

・脱炭素社会の推進。
・市民の地球全体の環境保全に関する意識の向上。
・再生可能エネルギー・水素エネルギーを活用した一次産業の活性化やエネ
ルギー関連産業の集積による地域経済の活性化。

目標達成のた
めの具体的手

段・方法

・本土と系統連系していない本市において、再生可能エネルギー（太陽光・
風力）の導入を促進するために、余剰となるエネルギーを水素として貯蔵
し、必要に応じて再エネルギー化するシステムの島内での実用化を図る。
・再生可能エネルギーや水素エネルギーの導入促進について、市民の合意形
成を図るために、SDGsや地球温暖化防止に関する啓発活動を実施する。

個別事業評価調書 【

R13年度

0

R14年度

0

全体事業費

直接事業費

一般財源

175,769

142,705

0

0

0

33,064

その他特財

国庫支出金

県支出金

地方債

3,000

判
定

コメント及
び合否

合否 合・否

直接事業費

財
源
内
訳

一般財源

年度

直接事業費

財
源
内
訳

一般財源

事
業
費
の
推
移

年度

直接事業費

財
源
内
訳 その他特財

一般財源

Power-To-Gas実用化推進事業

10/10補助率
財
源
情
報

02 01 06 16 02 00

19078

財
源
名
称

国庫支出金

県支出金

その他特財

地方債

事業番号

国庫支出金

県支出金

地方債

R4年度

R5年度

R6年度

予算科目

RE水素実証システムの実証研究を継続するとともに、実証データを分析し、システムの商用化に
向けた課題整理等を行うとともに、当該実証試験等について、市民への周知啓発、理解促進を図
る。

RE水素実証システムの実証研究、実証データ分析を継続し、システムの商用化に向けた改善等を
行うとともに、地域における効率的な電力需給に向けたエネルギーマネジメントについて調査研
究を行う。

令和５年度のCEMS実現可能性調査を基に、再エネ＋電気貯蔵システムによる市内再エネ導入拡大
に向けた体制構築を図る。

年度

3,000 3,000

補助率

充当率

補助率

エネルギー構造高度化・転換理解促進事業費補助金

事業名 水素を活用した再生可能エネルギー導入拡大事業 整理番号

事
業
進
捗
状
況
・
達
成
度

成果指標

（目標達成
度を図るた
めの指標）

課名： ＳＤＧｓ未来課 班名：

　　②再生可能エネルギーの導入及び活用促進

総合計画
区　　分

7

事業区分 実施義務

3 4

【基本目標４】自然・歴史文化が調和した持続可能な社会基盤が整っている

SDGs未来班 担当者名：

5 6

根拠法令等

24 24

名称・内容等 単位

24

実績 ％ 10.0 13.4
再生可能エネルギー導
入比率
（施設）

目標 ％ 24 24

0.0 0.0 0.0達成率 ％ 41.7 55.8

20 24 27

実績 ％ 13.0 13.3

　＜１＞循環型社会の構築 再生可能エネルギー導
入比率
（市内

目標 ％ 15 18

達成率 ％ 86.7 73.9 0.0 0.0 0.0

46 48 50

実績 ％ 40.1 40.9

化石エネルギー起源
CO2排出量削減率【電
力需要】
（H25年比）

目標 ％ 42 44

達成率 ％ 95.5 93.0 0.0 0.0 0.0

P2G発電システム導入
（実証機・実用機）

目標 基 1 1

名称等 単位 3 4 5

実績 期 1

目標

6 7

活動指標

（目標達成
のために行
う活動実
績）

実績

周知啓発活動（説明会
等）

目標 回 4 4 4 4 4

実績 回 0 4

R3年度(実績) R4年度(実績) R5年度(予算) R6年度 R7年度

69,139 29,074 65,556 3,000

16,706 4,358 3,000 3,000

R8年度 R9年度 R10年度

国庫支出金

県支出金

地方債

52,433 29,074 61,198

その他特財

地方債

その他特財

R11年度 R12年度

3,000 3,000 0 0 0

国庫支出金

県支出金
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① ②

③ ④

【１次評価】 総合自己評価（所管部署）

事業の評価項目と評価の視点 評価内容（判断理由、課題等）

評
価
結
果

判
断
理
由

実証試験において様々な課題に直面し、想定し
ている成果が得られていない状況もあるが、そ
れらの課題も含めて、社会実装に向けた有用な
実証データが得られており、本市の地域脱炭素
の実現に向けて、再生可能エネルギー導入拡大
に確実につながる施策となっている。

必
要
性

③対象者は事業目的に見合っている
か。また、事業を取り巻く時代変化
や、環境の変化に適応しているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ
今後の課題
及び改善
策、見直し
の状況・方

針

本事業は、地域経済の活性化にも資することを目的として、民間事業者と
の連携を図りつつ進めているが、連携にあたって適切な関係性が保てるよ
うに、官民各々の役割を整理をする必要がある。
また、本事業について、本質的な意義等を正確に市民等に理解してもらう
ための周知活動も継続して進める。

②事業を民間（NPO、市民、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
等）に実施させることはできない
か。

A=市以外での実施困難、B=一部民間で実施可能、C=民間で実施可能

Ａ民間で社会実装するための実証研究段階の取組みであ
り、市が実施することが必要である。

①市民ニーズや社会環境の変化に照
らして、事業の必要性が薄れていな
いか。

A=薄れていない、B=一部薄れている、C=薄れている 判定

SDGsの推進や気候危機への対応のため、再生可能エネ
ルギーの導入促進は非常に重要である。 Ａ

実証目的に最適な関係者で取り組んでおり、環境変化
等にも柔軟に適応している。

有
効
性

④成果指標を達成するために、最適
な事業内容となっているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ水素を活用した再生可能エネルギーの拡大について、
最新の知見等を活用し、エネルギーの利用効率を高め
る工夫を行っている。

⑤事業対象者全員に偏りなくサービ
スが提供されているか。受益者負担
等は適切か。使用料等の見直しの余
地はないか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ民間事業者と連携することで、元来必要となる経費が
削減され、最終的な事業成果は、市民に対して広く効
果をもたらす。

【２次評価】

総合判定

達
成
度

⑦事業は当初計画どおり実施され、
成果指標が達成されたか。
※成果指標と連動させること

A=全ての指標達成、B=一部未達成、C=達成しなかった

Ｃ実証試験であることから、システム運用等でも様々な
課題に直面したが、都度解決を図りつつ取組みを進め
ている。

⑥事業の効果をさらにあげる余地は
ないか

A=効果向上の余地はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ｂ実証試験により、実証システムの性能等を更に高める
ことができる。

意
見
等

効
率
性

⑧事業実施により、費用や業務量に
見合った活動結果が得られている
か。
※活動指標と連動させること

A=得られている、B=一部得られていない、C=見直しが必要

Ａ

【評価結果を踏まえた次年度予算への反映状況】

⑨必要な活動結果がより少ない費用
や業務量で得られる手法に代えられ
ないか。

A=現行以上の手法はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ａ

【外部評価】

⑩類似・重複した事業や国県施策は
ないか。組織間の連携や役割分担に
改善の余地はないか。

A=改善の余地はない、B=一部改善の余地がある、C=改善の余地がある

Ｂ 意
見
等

判定平均点（3点満点）
A=3、B=2、C=1、空白=0として換算

2.60

国の支援制度を活用して財源を確保するとともに、有
識者による委員会等も活用し、事業の経済性等につい
ても、費用を抑える工夫している。

総合判定

実証試験において、社会実装に向けて有用な実証デー
タが蓄積している。

類似・重複した事業や国県施策はない。事業を効果的
に進めるためには現状の産学官連携をより一層深める
必要がある。

Ａ 継続実施（見直しは行わない）

Ｂ１ 事業規模の拡充

Ｂ２ 事業規模の縮小

Ｂ３ 事業内容の改善・見直し

Ｂ４ その他の見直し

Ｃ 休止（隔年実施などへの変更）

Ｄ 廃止（終期の設定等を含む）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）
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款 項 目 大 中 小 細

ソフト事業
事業開始
年度

令和３年度

基
本
事
項

事
業
の
対
象
・
目
的
・
内
容

地球温暖化防止への対策が喫緊の課題となっており、化石燃料使用によるCO2
の排出抑制を早急に推進する必要がある。海に囲まれた本市はCO2を排出しな
い再生可能エネルギーである洋上風力発電の適地である一方で、漁業が基幹
産業でもあることから、漁業や地域との共生が可能な洋上風力発電の導入が
必要である。

事業の背景
（課題・市民
の要望等）

年
度
別
事
業
概
要

00

その他31 なし

内容及び目的

・漁業や地域との共生が可能な洋上風力発電の導入。
・脱炭素社会の推進。
・市民の地球全体の環境保全に関する意識の向上。
・洋上風力発電導入による関連産業等の集積、雇用創出等による地域経済波
及効果。
・洋上風力発電導入による海域利用の高度化に伴う漁業者の所得増。

目標達成のた
めの具体的手

段・方法

○本市周辺海域は風況に大変恵まれており、洋上風力は地域固有の自然エネ
ルギー資源であることから、漁業者や地域住民と十分に合意形成を行い、導
入が可能なエリアを設定する。
・導入可能性検討協議会の実施。
・漁業者や地域住民への説明会等の実施。
・住民へのアンケート調査の実施。
・漁業者等先行利用者との個別調整の実施。

個別事業評価調書 【

R13年度

0

R14年度

0

全体事業費

直接事業費

一般財源

66,974

0

0

0

63,637

3,337

その他特財

国庫支出金

県支出金

地方債

500

判
定

コメント及
び合否

合否 合・否

直接事業費

財
源
内
訳

一般財源

年度

直接事業費

財
源
内
訳

一般財源

事
業
費
の
推
移

年度

直接事業費

財
源
内
訳 その他特財

一般財源

二酸化炭素排出抑制対策事業

10/10

補助率

二酸化炭素排出抑制対策事業費補助金

財
源
情
報

02 01 06 16 03 00

20718

財
源
名
称

国庫支出金

県支出金

その他特財

地方債

事業番号

国庫支出金

県支出金

地方債

R4年度

R5年度

R6年度

予算科目

再エネ海域利用法上の促進区域を想定した導入可能性エリアを設定するために必要な調査や漁業
者等利害関係者との個別調整等を実施するとともに、洋上風力発電の必要性等について、漁業者
や市民等への周知啓発活動を継続する。

R4年度に設定した導入可能性エリアについて、再エネ海域利用法における有望な区域
選定に向けて漁業者をはじめとする利害関係者や市民との合意形成を行う。

R4年度に設定した導入可能性エリアについて、再エネ海域利用法における有望な区域
選定に向けて漁業者をはじめとする利害関係者や市民との合意形成を行う。

年度

500 500

補助率

充当率

補助率

事業名 洋上風力発電導入可能性検討事業 整理番号

事
業
進
捗
状
況
・
達
成
度

成果指標

（目標達成
度を図るた
めの指標）

課名： ＳＤＧｓ未来課 班名：

　　②再生可能エネルギーの導入及び活用促進

総合計画
区　　分

7

事業区分 実施義務

3 4

【基本目標４】自然・歴史文化が調和した持続可能な社会基盤が整っている

ＳＤＧｓ未来班 担当者名：

5 6

根拠法令等 再エネ海域利用法

名称・内容等 単位

実績 km2 0 94
導入促進エリア規模面
積

目標 km2 150 150

達成率 ％ 0.0 62.7

実績 回 0 0

　＜１＞循環型社会の構築
長崎県を経由した国へ
の情報提供

目標 回 1 1

達成率 ％ 0.0 0.0

実績

目標

達成率 ％

導入可能性検討協議会
目標 回 3 3

名称等 単位 3 4 5

実績 回 2 3

目標 回 2

6 7

活動指標

（目標達成
のために行
う活動実
績）

実績 回 2

漁業者・住民への説明
会

目標 回 20 20 10 10 10

実績 回 26 14

鳥類調査等関係調査

R3年度(実績) R4年度(実績) R5年度(予算) R6年度 R7年度

32,890 31,130 454 500

383 454 500 500

R8年度 R9年度 R10年度

国庫支出金

県支出金

地方債

32,507その他特財 31,130

地方債

その他特財

R11年度 R12年度

500 500 500 0 0

国庫支出金

県支出金

500
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① ②

③ ④

【１次評価】 総合自己評価（所管部署）

事業の評価項目と評価の視点 評価内容（判断理由、課題等）

評
価
結
果

判
断
理
由

再生可能エネルギーの導入拡大は、地域脱炭素
の実現に非常に有効な手段であり、地域の特性
を活かすことができる洋上風力発電の導入は、
脱炭素実現のみならず、地域経済の活性化にも
つなげることができる事業である。

必
要
性

③対象者は事業目的に見合っている
か。また、事業を取り巻く時代変化
や、環境の変化に適応しているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ
今後の課題
及び改善
策、見直し
の状況・方

針

漁業者をはじめとする先行利用者等様々な利害関係者と地道に対話を重ね
ながら合意形成を進める必要がある。特に市外の利害関係者との合意形成
については、県の積極的な支援が望まれる。
また、魚や漁業への影響等についても調査を行い、十分に把握する必要が
ある。

②事業を民間（NPO、市民、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
等）に実施させることはできない
か。

A=市以外での実施困難、B=一部民間で実施可能、C=民間で実施可能

Ａ設備導入は当然民間事業者が行うが、導入に向けた環
境整備については市が主導する必要がある。

①市民ニーズや社会環境の変化に照
らして、事業の必要性が薄れていな
いか。

A=薄れていない、B=一部薄れている、C=薄れている 判定

気候変動は深刻な状況であり、脱炭素化に向けて再生
可能エネルギーの必要性は高まっている。 Ａ

海洋に関する様々な利害関係者を対象としており、適
切に対応している。

有
効
性

④成果指標を達成するために、最適
な事業内容となっているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ利害関係者の理解促進について、対話など地道な取組
みが必要である。

⑤事業対象者全員に偏りなくサービ
スが提供されているか。受益者負担
等は適切か。使用料等の見直しの余
地はないか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ
様々な利害関係者と個別に協議・調整を行っている。

【２次評価】

総合判定

達
成
度

⑦事業は当初計画どおり実施され、
成果指標が達成されたか。
※成果指標と連動させること

A=全ての指標達成、B=一部未達成、C=達成しなかった

Ｃコロナ禍で事業の進捗管理が難しく、また利害関係者
等との調整の結果、成果指標も達成できなかった。

⑥事業の効果をさらにあげる余地は
ないか

A=効果向上の余地はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ｂ再生可能エネルギーや洋上風力発電の必要性について
理解を深めるための説明等に工夫が必要である。

意
見
等

効
率
性

⑧事業実施により、費用や業務量に
見合った活動結果が得られている
か。
※活動指標と連動させること

A=得られている、B=一部得られていない、C=見直しが必要

Ａ

【評価結果を踏まえた次年度予算への反映状況】

⑨必要な活動結果がより少ない費用
や業務量で得られる手法に代えられ
ないか。

A=現行以上の手法はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ａ

【外部評価】

⑩類似・重複した事業や国県施策は
ないか。組織間の連携や役割分担に
改善の余地はないか。

A=改善の余地はない、B=一部改善の余地がある、C=改善の余地がある

Ｂ 意
見
等

判定平均点（3点満点）
A=3、B=2、C=1、空白=0として換算

2.60

必要な活動結果に対して最小限の費用での実施に努め
ている。

総合判定

専門的なノウハウ等を有する事業者と連携し、十分な
活動結果が得らえている。

市が主体となりつつも、県との連携協力体制をより深
めていく必要がある。

Ａ 継続実施（見直しは行わない）

Ｂ１ 事業規模の拡充

Ｂ２ 事業規模の縮小

Ｂ３ 事業内容の改善・見直し

Ｂ４ その他の見直し

Ｃ 休止（隔年実施などへの変更）

Ｄ 廃止（終期の設定等を含む）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）
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款 項 目 大 中 小 細

地方債

その他特財

R11年度 R12年度

0 0 0 0 0

国庫支出金

県支出金

4,796 4,796

R8年度 R9年度 R10年度

国庫支出金

県支出金

地方債

その他特財

R3年度(実績) R4年度(実績) R5年度(予算) R6年度 R7年度

4,796 4,796 0 0

活動指標

（目標達成
のために行
う活動実
績）

実績

目標

実績

目標

6 7

授業回数
目標 回 10 10

名称等 単位 3 4 5

実績 回 10 10

実績

目標

達成率 ％

実績

　＜２＞企業間交流など新たな交流の創造 目標

達成率 ％

名称・内容等 単位

実績 人 11 14研究員数

目標 人 11 15

達成率 ％ 100.0 93.3

事業名 壱岐なみらい研究所運営事業 整理番号

事
業
進
捗
状
況
・
達
成
度

成果指標

（目標達成
度を図るた
めの指標）

課名： SDGs未来課 班名：

　　③大学・企業連携による地域創生

総合計画
区　　分

7

事業区分 実施義務

3 4

【基本目標５】壱岐への新しい人の流れをつくる

未来班 担当者名：

5 6

根拠法令等

国庫支出金

県支出金

地方債

R4年度

R5年度

R6年度

予算科目

壱岐なみらい研究所の運営

※エンゲージメント型共創推進事業（デジタル田園都市国家構想推進交付金
（地方創生推進タイプ）に組み替え

年度

補助率

充当率

補助率特別交付税（地域力創造アドバイザー制度）

財
源
情
報

02 01 06 14 00 00

20775

財
源
名
称

国庫支出金

県支出金

その他特財

地方債

事業番号

判
定

コメント及
び合否

合否 合・否

直接事業費

財
源
内
訳

一般財源

年度

直接事業費

財
源
内
訳

一般財源

事
業
費
の
推
移

年度

直接事業費

財
源
内
訳 その他特財

一般財源

外部人材活用推進事業

補助率

0

R13年度

0

R14年度

0

全体事業費

直接事業費

一般財源

9,592

0

0

0

0

9,592

その他特財

国庫支出金

県支出金

地方債

慶應義塾大学SFC研究所の高度かつ専門的な指導により、未来の壱岐の発展に
必要な人材を効果的に育成することを目的としています。
研究員の任期は１年（任意継続可能）とし、前半はSFC研究所の支援を受けな
がら、壱岐の未来に必要なアイデアを考え、後半は実証を繰り返し、実現可
能性を検証することで、自ら考え、挑戦し、成果を出す能力を養っていきま
す。

・壱岐なみらい研究所の運営
　慶應義塾大学玉村教授ほか研究員等サポートいただくアドバイザーによる
指導助言。人材育成。プロジェクト開発。

ソフト事業
事業開始
年度

令和2年度

基
本
事
項

事
業
の
対
象
・
目
的
・
内
容

事業の背景
（課題・市民
の要望等）

年
度
別
事
業
概
要

00

その他31 なし

内容及び目的

目標達成のた
めの具体的手

段・方法

個別事業評価調書 【

SDGs未来都市選定を追い風に、先端企業の各種実証実験の支援を行っていま
す。
また、慶應義塾大学SFC研究所と「地域創生に関する研究開発の連携協力協
定」を締結するなど、全国の大学や企業との連携を進めています。

1／2



① ②

③ ④

国の制度を最大限活用しているため、他の手法はな
い。

総合判定 Ｂ４　見直しのうえで実施　⇒　その他の見直し

コロナ禍ではあるものの、現地とオンラインを併用し
て計画通り実施できている。

類似・重複はなく、様々な分野の研究テーマが進むことで縦割
りを解消し、横断的で効率的な施策の実現に繋がる。

効
率
性

⑧事業実施により、費用や業務量に
見合った活動結果が得られている
か。
※活動指標と連動させること

A=得られている、B=一部得られていない、C=見直しが必要

Ａ

【評価結果を踏まえた次年度予算への反映状況】

⑨必要な活動結果がより少ない費用
や業務量で得られる手法に代えられ
ないか。

A=現行以上の手法はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ａ

【外部評価】

⑩類似・重複した事業や国県施策は
ないか。組織間の連携や役割分担に
改善の余地はないか。

A=改善の余地はない、B=一部改善の余地がある、C=改善の余地がある

Ｂ 意
見
等

所管部署の方針のとおり取り組まれたい。

判定平均点（3点満点）
A=3、B=2、C=1、空白=0として換算

2.80

達
成
度

⑦事業は当初計画どおり実施され、
成果指標が達成されたか。
※成果指標と連動させること

A=全ての指標達成、B=一部未達成、C=達成しなかった

Ａ
指標は達成され、研究員の成長が見られる。

⑥事業の効果をさらにあげる余地は
ないか

A=効果向上の余地はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ｂ先進自治体や企業、地域に触れ、学ぶ機会を提供する
ことで、研究開発の質の向上が図られる。

意
見
等

所管部署の方針のとおり取り組まれたい。

市職員の人材育成を目的としており、時代の変化によ
り必要性が増している。

有
効
性

④成果指標を達成するために、最適
な事業内容となっているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ慶應義塾大学からの直接指導により、様々な視点で多
角的な指導を受けることができている。

⑤事業対象者全員に偏りなくサービ
スが提供されているか。受益者負担
等は適切か。使用料等の見直しの余
地はないか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ市職員の成長が住民サービスに還元されることとなり、また人
材育成費を特別交付税措置により、実質的な市の負担なく賄っ
ている。

【２次評価】

総合判定 Ｂ４　見直しのうえで実施　⇒　その他の見直し

②事業を民間（NPO、市民、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
等）に実施させることはできない
か。

A=市以外での実施困難、B=一部民間で実施可能、C=民間で実施可能

Ａ特別交付税措置のある制度を有効活用しており、市以
外での実施は難しい。

①市民ニーズや社会環境の変化に照
らして、事業の必要性が薄れていな
いか。

A=薄れていない、B=一部薄れている、C=薄れている 判定

職員数の減少、地域課題の増加により市政運営が難しくなって
くる中で、さらに事業の重要性が増している。 Ａ

【１次評価】 総合自己評価（所管部署）

事業の評価項目と評価の視点 評価内容（判断理由、課題等）

評
価
結
果

判
断
理
由

３年目を迎え、地域や企業等と連携した実証に向け
た活動も増え、研究活動の質も向上してきている。
今期は係長級以上職が多く、人材育成面においても
効果が高かった。一方、次のステップに進むにあた
り、経験年数や年齢、個性に応じた人材育成やプロ
ジェクトの実現に向けた行動を起こす部分の強化な
ど、より良い活動にするための改善点も見えてい
る。必

要
性

③対象者は事業目的に見合っている
か。また、事業を取り巻く時代変化
や、環境の変化に適応しているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ
今後の課題
及び改善
策、見直し
の状況・方

針

これまでは、正解のない時代に、新しい価値を生み出し、地域課題を解決できる
イノベーター人材の育成を意識して進め、一定の成果があがっている。一方で、
職員に応じて、伸ばすべきスキル等が異なることから、個性を最大限に活かす人
材育成を意識する必要がある。
また、研究したプロジェクトを実施する段階で財源確保と、各部署、業務との調
整が重要になることから、市役所一丸となって挑戦する職員をサポートするため
の連携強化が必要。
特別交付税措置期間（3年間）終了のため、地方創生推進交付金等の有利な財源の
獲得により、継続の方針。

Ａ 継続実施（見直しは行わない）

Ｂ１ 事業規模の拡充

Ｂ２ 事業規模の縮小

Ｂ３ 事業内容の改善・見直し

Ｂ４ その他の見直し

Ｃ 休止（隔年実施などへの変更）

Ｄ 廃止（終期の設定等を含む）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）
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】

款 項 目 大 中 小 細

ソフト事業
事業開始
年度

令和4年度

基
本
事
項

事
業
の
対
象
・
目
的
・
内
容

令和3年度時点では、テレワーク可能地域が、翌日出社可能なエリア。自宅または実
家限定など、企業によってさまざまな働く場所に関する制限があることから、地方で
も十分に働くことができることを体感していただきながら、企業と地域が協力して、
新しい働き方・暮らし方を作り上げていくことが必要。

事業の背景
（課題・市民
の要望等）

年
度
別
事
業
概
要

00

その他産業振興9 なし

内容及び目的

・日本平均の25年先をいく超高齢社会である離島地域において、地方創生テレワーク
により共創を推進し、都市圏の民間活力を最大限活用して地方創生を実現する。
・SDGs未来都市、テレワーク・ワーケーション先進地としての基盤を活かし、「逆参
勤交代構想」により首都圏企業との交流を加速させ、関係性を深化させることで、地
方に不足している企業力を積極的に活用し、地域課題解決に資する。

目標達成のた
めの具体的手

段・方法

逆参勤交代構想モデル地方創生テレワークを推進し、来島する企業が島で仕事を創
る。都市圏企業のノウハウで島の事業者と連携する要素に重点を置いたマッチング
と、Yahoo社をはじめ大企業の働き方改革の動きが加速する兆候を捉え、ターゲット
を明確化し、戦略的な情報発信を展開することで、壱岐市を地方テレワーク先とする
企業の獲得と、都市圏企業人の「転職なき移住」の実現、さらにはこれらによる地域
創生を実現する。

個別事業評価調書 【

R13年度

0

R14年度

0

全体事業費

直接事業費

一般財源

10,450

10,269

0

0

0

181

その他特財

国庫支出金

県支出金

地方債

0

判
定

コメント及
び合否

合否 合・否

直接事業費

財
源
内
訳

一般財源

年度

直接事業費

財
源
内
訳

一般財源

事
業
費
の
推
移

年度

直接事業費

財
源
内
訳 その他特財

一般財源

地方創生テレワーク推進事業

1/2

定額

補助率
財
源
情
報

02 01 06 19 02 00

20772

財
源
名
称

国庫支出金

県支出金

その他特財

地方債

事業番号

国庫支出金

県支出金

地方債

R4年度

R5年度

R6年度

予算科目

①丸の内プラチナ大学壱岐分校の実施
②地方創生テレワークのトライアル、地域とのマッチング等実施
③地方創生テレワーク誘致のための情報発信 年度

補助率

充当率

補助率

デジタル田園都市国家構想推進交付金（地方創生テレワークタイプ）

↑＋新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

事業名 地方創生テレワーク推進事業 整理番号

事
業
進
捗
状
況
・
達
成
度

成果指標

（目標達成
度を図るた
めの指標）

課名： SDGs未来課 班名：

　　①関係人口の拡大

総合計画
区　　分

7

事業区分 実施義務

3 4

【基本目標５】壱岐への新しい人の流れをつくる

未来班 担当者名：

5 6

根拠法令等

1 0

名称・内容等 単位

1

実績 件 0
サテライトオフィス等
利用契約数

目標 件 0

0.0 - 0.0達成率 ％ -

実績 人 4,501

　＜２＞企業間交流など新たな交流の創造
テレワーク施設利用者
数（延べ）

目標 人 3,950

達成率 ％ 114.0

実績

目標

達成率 ％

PRイベント参加者数
目標 人 150

名称等 単位 3 4 5

実績 人 227

目標 回 3

6 7

活動指標

（目標達成
のために行
う活動実
績）

実績 回 3

PRセミナー実施
目標 人 30

実績 人 32

トライアルツアー実施

R3年度(実績) R4年度(実績) R5年度(予算) R6年度 R7年度

0 10,450 0 0

181

R8年度 R9年度 R10年度

国庫支出金

県支出金

地方債

10,269

その他特財

地方債

その他特財

R11年度 R12年度

0 0 0 0 0

国庫支出金

県支出金
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① ②

③ ④

【１次評価】 総合自己評価（所管部署）

事業の評価項目と評価の視点 評価内容（判断理由、課題等）

評
価
結
果

判
断
理
由

地方創生テレワークの推進については、壱岐テ
レワークセンターをはじめ、全国的にも先進地
としての知名度が上がっている。
視察対応や、県主催のイベントへの登壇、企業
等ネットワークを活用して、コストをかけずに
情報発信を続け、誘致実現に向けて継続的に取
り組む。必

要
性

③対象者は事業目的に見合っている
か。また、事業を取り巻く時代変化
や、環境の変化に適応しているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ
今後の課題
及び改善
策、見直し
の状況・方

針

全国的に誘致競争が激化している中で、地道な取り組みだけでは、埋もれ
てしまう部分もある。（県内でも雲仙、東彼などが話題になってきた）エ
ンゲージメント・パートナー制度等との連携など調整を進めつつ、テレ
ワーク先進地としてのブランド力を低下させないために、戦略的な事業実
施が必要と考えている。

②事業を民間（NPO、市民、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
等）に実施させることはできない
か。

A=市以外での実施困難、B=一部民間で実施可能、C=民間で実施可能

Ａ官民連携で誘致促進が必要であるが、本事業部分は行
政の役割。

①市民ニーズや社会環境の変化に照
らして、事業の必要性が薄れていな
いか。

A=薄れていない、B=一部薄れている、C=薄れている 判定

デジタル田園都市国家構想による都市から地方への新
たな人の流れの創出に合わせて必要性が増している。 Ａ

コロナ禍及び国策による働き方の変化等、時代の流れ
を捉えた事業設計となっている。

有
効
性

④成果指標を達成するために、最適
な事業内容となっているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ地方創生テレワークに関心の高い企業等をターゲット
とし、概ね適切。

⑤事業対象者全員に偏りなくサービ
スが提供されているか。受益者負担
等は適切か。使用料等の見直しの余
地はないか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ市営テレワークセンターは、壱岐でのテレワークのト
ライアル施設の役割も果たしており、概ね適切。

【２次評価】

総合判定

達
成
度

⑦事業は当初計画どおり実施され、
成果指標が達成されたか。
※成果指標と連動させること

A=全ての指標達成、B=一部未達成、C=達成しなかった

Ａコロナ禍の影響が懸念されたが、事業計画通り実施で
きた。

⑥事業の効果をさらにあげる余地は
ないか

A=効果向上の余地はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ｂ単純にテレワーカーを増やすのみであれば、ノマド
ワーカー向けの観光キャンペーンも考えられる。

意
見
等

効
率
性

⑧事業実施により、費用や業務量に
見合った活動結果が得られている
か。
※活動指標と連動させること

A=得られている、B=一部得られていない、C=見直しが必要

Ｂ

【評価結果を踏まえた次年度予算への反映状況】

⑨必要な活動結果がより少ない費用
や業務量で得られる手法に代えられ
ないか。

A=現行以上の手法はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ａ

【外部評価】

⑩類似・重複した事業や国県施策は
ないか。組織間の連携や役割分担に
改善の余地はないか。

A=改善の余地はない、B=一部改善の余地がある、C=改善の余地がある

Ｂ 意
見
等

判定平均点（3点満点）
A=3、B=2、C=1、空白=0として換算

2.70

オンライン活用や地域事業者の協力も得ながら、コス
トを抑えてイベント等開催している。

総合判定

テレワーク誘致の接点としては、成果が得られている
が、実際に誘致には中長期的な関係性構築が必要。

観光施策との連携（各種クーポン事業等）の可能性は
ある。（誘客強化のタイミング調整など）

Ａ 継続実施（見直しは行わない）

Ｂ１ 事業規模の拡充

Ｂ２ 事業規模の縮小

Ｂ３ 事業内容の改善・見直し

Ｂ４ その他の見直し

Ｃ 休止（隔年実施などへの変更）

Ｄ 廃止（終期の設定等を含む）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）
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】

款 項 目 大 中 小 細

ソフト事業
事業開始
年度

令和元年度

基
本
事
項

事
業
の
対
象
・
目
的
・
内
容

人口減少や少子高齢化の影響により、地域コミュニティの停滞、また個人の
価値観、ライフスタイルの多様化に伴う住民のコミュニティ意識の希薄化が
懸念されている。

事業の背景
（課題・市民
の要望等）

年
度
別
事
業
概
要

00

その他31 なし

内容及び目的

市内１８小学校区を単位として、地域により異なる諸課題に対応するため、
地域内の既存の組織が互いに理解を深め協力できる仕組みを作り、地域にお
ける課題の解決に主体的に取り組むとともに地域住民の交流の促進、福祉及
び生活環境の向上、安全な生活の確保等を図る。

目標達成のた
めの具体的手

段・方法

①住民説明会により地域の機運醸成を図る。
②設立準備組織の立ち上げ後、地域活動の拠点となる公共施設を事務所とし
て整備するとともに集落支援員を配置する。
③住民アンケートを実施し、準備組織において地域の取り組みをまとめたま
ちづくり計画を策定し、まちづくり協議会を設置する。
④協議会設立後は、まちづくり計画に基づき地域の課題解決に向けた取組み
を行う。

個別事業評価調書 【

R13年度

97,763

R14年度

97,763

96,603 96,603

全体事業費

直接事業費

一般財源

1,135,653

12,020

2,233

0

0

1,121,400

その他特財

国庫支出金

県支出金

地方債

98,203

1,160

440

1,160

440

判
定

コメント及
び合否

合否 合・否

直接事業費

財
源
内
訳

一般財源

年度

直接事業費

財
源
内
訳

一般財源

事
業
費
の
推
移

年度

直接事業費

財
源
内
訳 その他特財

一般財源

まちづくり協議会費

1/2

1/3

1/2

補助率
財
源
情
報

02 01 01 07 00 00

00430

財
源
名
称

国庫支出金

県支出金

その他特財

地方債

事業番号

国庫支出金

県支出金

地方債

1,160 1,160

R4年度

R5年度

R6年度

予算科目

市内１８小学校区でのまちづくり協議会設置を目指すとともに、まちづくり
協議会の活動と、対話の場づくりを支援する。

市内１８小学校区でのまちづくり協議会設置を目指すとともに、まちづくり
協議会の活動と、対話の場づくりを支援する。

市内１８小学校区でのまちづくり協議会設置を目指すとともに、まちづくり
協議会の活動と、対話の場づくりを支援する。

年度

96,603 96,603

補助率

充当率

補助率

デジタル田園都市国家構想交付金

離島活性化交付金（Ｒ５～Ｒ７）集落維持対策推進事業補助金（Ｒ２～Ｒ４）

事業名 まちづくり協議会設置事業 整理番号

事
業
進
捗
状
況
・
達
成
度

成果指標

（目標達成
度を図るた
めの指標）

課名： ＳＤＧｓ未来課 班名：

　　①まちづくり協議会による協働のまちづくり

総合計画
区　　分

7

事業区分 実施義務

3 4

【基本目標３】地域コミュニティが守られ、安心して健康に暮らせる

地域班 担当者名：

5 6

根拠法令等 壱岐市まちづくり協議会設置条例

18 18

名称・内容等 単位

18

実績 地域 13 14
まちづくり協議会設立
数（累計）

目標 地域 18 18

0.0 0.0 0.0達成率 ％ 72.2 77.8

実績

　＜１＞持続可能なコミュニティの形成 目標

達成率 ％

実績

目標

達成率 ％

協議会設立準備組織設
置地域数（累計）

目標 地域 18 18 18 18 18

名称等 単位 3 4 5

実績 地域 16 16

目標

6 7

活動指標

（目標達成
のために行
う活動実
績）

実績

目標

実績

R3年度(実績) R4年度(実績) R5年度(予算) R6年度 R7年度

70,342 86,361 98,203 98,203

70,057 85,313 96,603 96,603 96,603

R8年度 R9年度 R10年度

国庫支出金

県支出金

地方債

161

124

259 1,160

789 440

その他特財

地方債

その他特財

R11年度 R12年度

97,763 97,763 97,763 97,763 97,763

国庫支出金 1,160 1,160 1,160 1,160 1,160

県支出金

96,603 96,603 96,603

1／2



① ②

③ ④

【１次評価】 総合自己評価（所管部署）

事業の評価項目と評価の視点 評価内容（判断理由、課題等）

評
価
結
果

判
断
理
由

今年度までに１４地域のまちづくり協議会が設
立し、地域住民が主体となり、地域課題解決に
向けた活動が本格的に行われている。
引き続き、まちづくり協議会が設立されていな
い地域については、小学校区及び自治公民館単
位での説明会や、設立に向けた協議を重ね、ま
ちづくり協議会の設立に向けた動きを加速させ
ていく。

必
要
性

③対象者は事業目的に見合っている
か。また、事業を取り巻く時代変化
や、環境の変化に適応しているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ
今後の課題
及び改善
策、見直し
の状況・方

針

既に設立された協議会に関しては、各地区で策定された「まちづくり計画
書」を基に、地域課題解決に向けた活動ができるよう、まち協内の対話の
場づくり等のサポートしていきたい。
また、まちづくり協議会が設立していない４地域においては、地域担当主
幹及び地域担当職員と連携を図り、まちづくり協議会設立に向けた協議等
を進めていく必要がある。

②事業を民間（NPO、市民、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
等）に実施させることはできない
か。

A=市以外での実施困難、B=一部民間で実施可能、C=民間で実施可能

Ｂ人（集落支援員）場所（拠点施設）資金（まちづくり
交付金）の支援をおこない、地域と行政による協働の
まちづくりを進めていく必要がある。

①市民ニーズや社会環境の変化に照
らして、事業の必要性が薄れていな
いか。

A=薄れていない、B=一部薄れている、C=薄れている 判定
人口減少、少子高齢化等により今後ますます地域コ
ミュニティの衰退が懸念されており、「まちづくり協
議会」を設立し、住み続けられるまちづくりを進めて
いく必要がある。

Ａ

「地域のことは地域で解決する」ということを念頭
に、地域の特性を生かしたまちづくりを進めていくこ
とが重要である。

有
効
性

④成果指標を達成するために、最適
な事業内容となっているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ地域により進捗状況に差はあるが、地域の実情に応じ
て協議等を進めていく必要がある。

⑤事業対象者全員に偏りなくサービ
スが提供されているか。受益者負担
等は適切か。使用料等の見直しの余
地はないか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ
まちづくり協議会に関して、住民主導の組織であり、
住民の総意で運営されるものであり、地域住民みんな
が誰一人取り残されないよう活動していくことが重要
である。

【２次評価】

総合判定

達
成
度

⑦事業は当初計画どおり実施され、
成果指標が達成されたか。
※成果指標と連動させること

A=全ての指標達成、B=一部未達成、C=達成しなかった

Ｃ成果指標の達成とはならなかったが、３地域において
準備組織が設立されており、翌年度以降の協議会設立
に向けて動いている。

⑥事業の効果をさらにあげる余地は
ないか

A=効果向上の余地はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ｂ協議等が進まない地域に関しては、各公民館や団体単
位での説明会を実施したり、地域の実情に応じた運営
体制についても検討する必要がある。 意

見
等

効
率
性

⑧事業実施により、費用や業務量に
見合った活動結果が得られている
か。
※活動指標と連動させること

A=得られている、B=一部得られていない、C=見直しが必要

Ａ

【評価結果を踏まえた次年度予算への反映状況】

⑨必要な活動結果がより少ない費用
や業務量で得られる手法に代えられ
ないか。

A=現行以上の手法はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ａ

【外部評価】

⑩類似・重複した事業や国県施策は
ないか。組織間の連携や役割分担に
改善の余地はないか。

A=改善の余地はない、B=一部改善の余地がある、C=改善の余地がある

Ａ 意
見
等

判定平均点（3点満点）
A=3、B=2、C=1、空白=0として換算

2.60

各地域のニーズを把握し、地域担当職員と連携して事
業ができているが、必要に応じて先進地視察や講師招
聘等により、有意義に事業を進めていきたい。

総合判定

地域担当職員とも連携を図り、着実に説明会の開催や
設立に向けた準備ができている。

引き続き国県施策を有効活用し、今後も事業展開して
いきたい。また、地域間の連携・情報交換を重ね、壱
岐全体が活性化するようサポートしていきたい。

Ａ 継続実施（見直しは行わない）

Ｂ１ 事業規模の拡充

Ｂ２ 事業規模の縮小

Ｂ３ 事業内容の改善・見直し

Ｂ４ その他の見直し

Ｃ 休止（隔年実施などへの変更）

Ｄ 廃止（終期の設定等を含む）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）
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